
（平成２３年２月１６日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 3 件

厚生年金関係 3 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 5 件

厚生年金関係 5 件

年金記録確認佐賀地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



佐賀厚生年金 事案 1064 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ事業所における資格喪失日に係る記

録を平成４年３月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 16 万円とするこ

とが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 37年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成４年２月 29日から同年３月１日まで 

Ａ事業所に昭和 55年４月１日から平成４年２月 29日まで勤めていた。厚

生年金保険の資格喪失日は平成４年３月１日となると思うが、国（厚生労働

省）の記録では同年２月 29日となっている。 

申立期間について、厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録及びＡ事業所が保管する職員名簿によると、申立人は、昭和

55年４月１日から平成４年２月 29日までの期間、同事業所に継続して勤務し

ていたことが確認できる。 

また、Ａ事業所が保管する平成４年３月分の賃金台帳において申立人の給与

から申立期間に係る厚生年金保険料を控除していることが確認できる上、同事

業所が保管する申立人に係る健康保険厚生年金保険被保険者資格喪失届確認

通知書に、同年２月 28日退職、同年２月 29日資格喪失と記載されていること

について、同事業所は、申立期間当時の事務担当者による厚生年金保険被保険

者資格喪失日の記入誤りであると説明している。 

これらのことから、申立人は、申立期間において、Ａ事業所に継続して勤務

し、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、上記の賃金台帳及び申立人のＡ



事業所における平成４年１月の社会保険事務所（当時）の記録から 16 万円と

することが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の納付義務の履行について、Ａ事業所は申立人に

係る申立期間の保険料を納付した旨の回答を行っているものの、同事業所は、

申立人の厚生年金保険被保険者資格喪失届の記入誤りを認めていることから、

事業主が申立人の退職日である平成４年２月 29 日を厚生年金保険の資格喪失

日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年２月の保険料

の納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、

その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を

含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと

認められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



佐賀厚生年金 事案 1065 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ営業所における資格取得日に係

る記録を昭和 46年 11月 16日に訂正し、同年 11月の標準報酬月額を８万 6,000

円とすることが必要である。 

なお、事業主は申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間： 昭和 46年 11月 16日から同年 12月１日まで 

学校卒業後、昭和 36年４月にＡ社に入社して以来、平成 11年８月に退職

するまで同社に継続勤務していたので、昭和 46 年 11 月 16 日から同年 12

月 1日までの厚生年金保険の加入記録が無いことに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及びＡ社における人事記録から判断すると、申立人は同

社に継続して勤務し（昭和 46年 11月 16日に同社Ｃ営業所から同社Ｂ営業所

（勤務は同社Ｄ出張所）に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ営業所における

昭和 46年 12月の社会保険事務所（当時）の記録から８万 6,000円とすること

が妥当である。  

なお、事業主が申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、事業主は不明としているが、Ａ社の企業年金基金が保管する

申立人に係るＡ社の厚生年金基金（当時）の加入者期間履歴においても社会保

険事務所の記録と同様、資格取得日が昭和 46年 12月１日となっていることか

ら、同基金及び社会保険事務所の双方が処理を誤ったとは考え難く、事業主が

昭和 46年 12月１日を資格取得日と届け、その結果、社会保険事務所は、申立

人に係る昭和 46年 11月の保険料について納入の告知を行っておらず、事業主



は申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



佐賀厚生年金 事案 1066 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社(現在は、Ｂ社)本店における資格

取得日に係る記録を昭和 29年５月 20日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を

１万 6,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を、

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 29年５月 20日から同年６月１日まで 

昭和 24年３月８日にＡ社（30年７月に合併し、現在は、Ｂ社）に入社し、

60年 10月 27日まで継続して勤務した。この間、休職や転職はしていない。 

先日、Ａ社Ｃ支店勤務時の同僚から厚生年金保険の加入期間の相違があっ

たとの連絡を受けたので、年金事務所に厚生年金保険被保険者加入期間照会

を行ったところ、昭和 29 年５月が未加入となっていたので、加入期間とし

て認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社が提出した申立人に係る社員名簿、同社からの回答書及び雇用保険の記

録から判断すると、申立人がＡ社に継続して勤務し、申立期間においては同社

Ｃ支店に在籍し、同期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められる。 

なお、Ａ社Ｃ支店は昭和 29年５月 20日に厚生年金保険の適用事業所ではな

くなっていることから、同社本店における資格取得日を同年５月 20 日とする

ことが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社本店における昭和

29 年６月の社会保険事務所（当時）の記録から、１万 6,000 円とすることが

妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ



て、健康保険厚生年金保険被保険者名簿によれば、申立人の資格喪失日(昭和

29 年５月 20 日)及び資格取得日(同年６月１日)とそれぞれ同日付けで記録さ

れている複数の同僚が確認でき、社会保険事務所が当該被保険者に係る資格喪

失日及び資格取得日をいずれも誤るとは考え難いことから、当該社会保険事務

所の記録どおりの届出が事業主から行われ、その結果、社会保険事務所は、申

立人に係る昭和 29 年５月の保険料について納入の告知を行っておらず、事業

主は、申立人の申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認め

られる。 

 



佐賀厚生年金 事案 1067 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 32年７月頃から 33年 12月頃まで                                

昭和 32年７月頃から 33年 12月頃までの期間、Ａ社のＢ出張所で、Ｃ職

種として働いた。Ａ社のＤ支店で採用された同僚４人と一緒に職場に行った。

職場の近くには宿舎があり、数百人が寝泊まりしていたと記憶する。最初の

冬だけは職場にとどまり作業をしたが、次の冬が来る前にはＥ県に帰り、失

業保険を受給した記憶がある。送別会、職場の写真を所持している。 

勤務したのは間違いないので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間と

して認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社Ｂ出張所において、申立人と同様にＣ職種に従事し、申立人が一緒にＥ

県に帰ってきたと主張する同僚及び申立人の供述により、期間の特定はできな

いものの、申立人がＡ社Ｂ出張所で勤務したことは推認できる。 

しかしながら、オンライン記録によると、Ａ社Ｂ出張所は、昭和 32 年 10

月１日に厚生年金保険の適用事業所となっており、申立期間のうち同年７月頃

から同年 10 月１日までの期間は厚生年金保険の適用事業所としての記録を確

認できない。 

また、Ａ社Ｂ出張所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、同

名簿に申立人及び上記同僚の氏名の記載は無い上、申立人がＥ県で一緒に採用

されＡ社のＢ出張所で働いたと記憶しているＦ職種の同僚３人及び申立人が

記憶する他のＦ職種の同僚３人についても同名簿に氏名の記載は無い。 

さらに、申立期間当時、申立人が所属したＧ部門の厚生年金保険等の届出事

務を担当していた同僚は、「Ｇ部門に所属しているＣ職種、Ｆ職種のほとんど

を厚生年金保険に加入させることは無かった。また、Ｃ職種、Ｆ職種は日給制



で、冬場は解雇されて、失業保険を受給し、翌年の春に、出稼ぎに来たと思う。」

と供述している。 

加えて、Ａ社は、申立期間に係る賃金台帳等を保管しておらず、また、申立

人も申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことを確認できる給与明細書等を所持していない。 

このほか、申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認できる関連資

料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



佐賀厚生年金 事案 1068 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47年６月から 50年 12月まで 

昭和 47 年４月に結婚し、同年６月からＡ事業所に勤務した。同事業所に

勤務していたことに間違いないので、申立期間について厚生年金保険の被保

険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が記憶している同僚は、Ａ事業所における申立人の具体的な勤務期間

を記憶していないが、同事業所において申立人と一緒に勤務していた旨の供述

を行っていることから、勤務期間の特定はできないものの、申立人が同事業所

に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、Ａ事業所の事務責任者は、「同事業所は厚生年金保険の適用

事業所ではなく、従業員の給与から厚生年金保険料を控除していない。」と供

述しているところ、オンライン記録及び事業所記号番号払出簿を調査しても、

同事業所が厚生年金保険の適用事業所であったとする記録は確認できない。 

また、申立人が記憶するＡ事業所の事務責任者は、申立期間中、国民年金に

加入し、国民年金保険料を納付していることが確認でき、申立人も申立期間の

一部の期間（昭和 49年８月２日から 50年 12月 31日まで）において、国民年

金に任意加入していることが確認できる。 

さらに、申立人のＡ事業所における雇用保険の加入記録も確認できない。 

加えて、Ａ事業所の事業主の子息は申立期間当時における賃金台帳は保管し

ていない旨を供述しており、また、申立人も申立期間に係る給与明細書等を所

持していないため、申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主



により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



佐賀厚生年金 事案 1069 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 12年生 

    住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 27年９月 19日から 29年９月まで 

               （Ａ事業所） 

② 昭和 29年 10月 20日から同年 12月 24日まで 

               （Ｂ事業所） 

③ 昭和 30年１月 10日から同年５月１日まで 

（Ｂ事業所） 

昭和 26年９月からＡ事業所に勤務し、29年９月まで同事業所に勤務した。 

その後、仕事を辞めた１か月後に、Ｂ事業所で勤務を始め昭和 30 年４月

末まで勤務したが、厚生年金保険の加入記録は、29 年 12 月から 30 年１月

までの期間となっている。 

どちらの事業所にも勤務していたことに間違いないので、申立期間につい

て厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、申立事業所に係る厚生年金保険の適用事業所の記録

は確認できないところ、当該事業所を所管していたと考えられるＣ事業所の健

康保険厚生年金保険被保険者名簿に申立人の記録と認められる未統合の記録

が確認できたため、日本年金機構において平成 22 年９月に申立人の厚生年金

保険の加入記録に係る追加訂正（昭和 26 年９月６日資格取得、27 年９月 19

日資格喪失）が行われている。 

しかしながら、日本年金機構では申立人のＣ事業所に係る厚生年金保険の加

入記録は上記の記録以外に確認できない上、Ｃ事業所に係る資料を保管するＤ

事業所は、申立人に係る厚生年金保険の加入記録について、上記の追加訂正さ

れた加入記録以外は確認できないと回答している。 



また、申立人は、同僚４人の名前を記憶しているが、いずれも姓のみの記憶

であるため、申立期間①を含む昭和 26年９月から 29年９月までの期間におい

て、前述のＣ事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿に厚生年金保険の加

入記録のある者で、申立人が記憶する同僚の姓と同一で所在の判明した者３人

に照会したところ、いずれの者もＡ事業所の勤務経験は無く、申立人のことも

記憶していないと回答している。 

加えて、申立人はＡ事業所に係る給与明細書等を所持していないことから、

申立人が申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことを確認することができない。 

このほか、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

申立期間②及び③については、事業所名称の一部にＢ事業所の文字が含まれ

る厚生年金保険の適用事業所が８事業所確認できるが、それぞれの事業所に係

る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立人の氏名が確認できるの

は、Ｂ事業所における昭和 29年 12月 24日に被保険者資格を取得、30年１月

10 日に同資格を喪失している記録のみで、その他の７事業所に係る健康保険

厚生年金保険被保険者名簿において申立人の氏名を確認することができない。 

また、Ｄ事業所は、現在残っている資料には申立人の申立期間②及び③に係

る厚生年金保険の加入記録は確認できないと回答している。 

さらに、申立人はＢ事業所に係る給与明細書等を所持していないことから、

申立人が申立期間②及び③に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを確認することができない。 

このほか、申立人の申立期間②及び③における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間①、②及び③に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



佐賀厚生年金 事案 1070 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 36年生 

    住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 61年１月 21日から同年 12月 25日まで                                

昭和 61年１月から同年 12月までの期間、Ａ職種としてＢ事業所に勤務し

た。仕事内容も記憶している。申立期間を厚生年金保険被保険者として認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ事業所を所管するＣ事業所が証明した申立人の在職証明書により、申立人

が、昭和 61年１月 21 日から同年３月 25日までの期間、同年４月２日から同

年７月 20日までの期間及び同年９月２日から同年 12月 25日までの期間、Ａ

職種としてＢ事業所に在職したことが確認できる。 

しかしながら、Ｃ事業所は、Ａ職種については昭和 64 年１月１日以降から

健康保険及び厚生年金保険に加入させており、申立人の申立期間は同年１月１

日以前であることから厚生年金保険への加入を行っておらず、厚生年金保険料

を控除していない旨の回答を行っている上、国（厚生労働省）の記録によると、

同事業所は、申立期間において厚生年金保険の適用事業所として確認できず、

同年１月６日に厚生年金保険の適用事業所となっている。 

また、申立人は申立期間当時の給与明細書を所持しておらず、また、Ｃ事業

所は、申立期間における厚生年金保険料の控除が分かる給与台帳等を保管して

いない。 

このほか、申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認できる関連資

料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



佐賀厚生年金 事案 1071 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 14年生 

    住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年７月 19日から 38年７月 19日まで                                

Ａ社に勤めていた叔父の勧めで、昭和 36 年７月 19 日から 46 年２月 18

日までの期間、同社でＢ職に就いていた。最初の２年間の厚生年金保険の加

入記録が無いのはおかしい。自分と同様に叔父の紹介で自分より数か月早く

入社した同僚がいる。 

申立期間を厚生年金保険被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は申立期間において、Ａ社に勤務していたと申し立てている。 

しかしながら、Ａ社が保管する健康保険厚生年金保険被保険者に係る名簿に

よると、申立人は、同社において、昭和 38年７月 19日に厚生年金保険に加入

していることが確認でき、オンライン記録と一致している。 

また、雇用保険の記録において、申立人は、昭和 38年７月 19日からＡ社に

勤務したことが確認できる。 

さらに、申立人は、「自分と同様に叔父の紹介でＡ社に入社した同僚は、自

分より数か月早く入社したはずである。」と説明しているところ、当該同僚は、

同社における厚生年金保険の資格取得日が昭和 38年４月 16日であり、雇用保

険の資格取得日も同日であることが確認できる上、申立期間中の 37年４月 13

日から38年３月20日までの期間に別事業所で厚生年金保険に加入している記

録が確認できる。 

加えて、申立人が、「自分が勤務する少し以前から勤務していた。」と説明

している別の同僚は、同社における厚生年金保険の資格取得日が昭和 37年 10

月１日であり、雇用保険の資格取得日も同日であることが確認できる上、申立

期間中の 36年 10月２日から 37年５月 30日までの期間に別事業所で厚生年金

保険に加入している記録が確認できる。 



また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票において、申立期間中

に申立人が同社に係る被保険者資格を取得したことを示す記載は無く、整理番

号に欠番は無い。 

さらに、申立人は申立期間当時の給与明細書を所持しておらず、同社も申立

期間における厚生年金保険料の控除が分かる給与台帳等を保管していない。 

このほか、申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認できる関連資

料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 


